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総合エネルギー調査会への意見書ＮＯ２改訂版        ２０１２年３月１０日 

 

                             寺 島 実 郎 

 

      原子力政策への視座とエネルギー・ベストミックス試案 

 

「原子力安全神話」が崩壊した今、２０１０年６月策定の現在のエネルギー基本計画にお

ける「２０３０年の電源供給の５割を原子力で」という計画は現実性を失った。しかし、

それでも、国家エネルギー戦略として、「一次エネルギーの１割、電源供給の２割程度を原

子力で」という判断をとるべきと主張したい。 

 

１、 エネルギー安全保障および国際関係を視界に入れて 

 

・国連五大国がすべて軍事利用としての「核」と平和利用としての原発を保有・推進

しているのに対し、日本は平和利用だけに徹して原子力への技術基盤を蓄積してき

たユニークな立場にある―――非核国で唯一、核燃料サイクルを国際社会から許容

された国としての責任と役割 

 

・日本のような技術を持った先進国、しかもエネルギーの外部依存の高い国は、技術

基盤を生かしたバランスのとれた多様なエネルギー政策をとるべし――――ＩＡＥ

Ａの潜在期待（世界全体のエネルギー配分への配慮） 

 （注）中東情勢の流動化、とくにイラン問題の緊張の高まりなど、エネルギー戦略

の面からも外交力の充実が重要であり、対応する選択肢を多様化させる努力

必要。 

 

・日本が原発を放棄しても、二〇三〇年には東アジアに一〇〇基以上の原発が林立（と

くに中国は８０基以上の原発保有を計画）――――原子力への専門的技術基盤の蓄

積なしに「非核政策」の推進さえも不可能 

 （注）核保有を国威と考え、国際秩序を揺さぶる国さえ存在する現実の中で、潜在

技術基盤を持ちつつも、核保有の誘惑を断ち、非核の実現と原子力の安全な

平和利用の先頭に立つことが日本の位置としては妥当 

 

・「脱・原発」は「非武装中立論」に似ている。理論的に選択不能ではないが、これを

長期に貫き通すには途方もない外交力と指導者の持続的ガバナンス不可欠 

 （例）インドのガンジーの非暴力主義―――結局、核武装の誘惑を排除できず 
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・欧州における再生可能エネルギーの推進の背景には、「国家間の相互信頼の構築」と

「国境を超えた電力送配電ネットワークの形成」という努力と実績あり―――日本

は一国自己完結でエネルギー政策を展開せざるをえない現状 

 （注）アジア諸国とのエネルギー戦略での協力体制の確立が重要――――「北東ア

ジアにおける双方向送電網」「アジアトムとしての原子力協力機構」「ＩＥＡ

などへのアジア諸国の参加（現在、日本と韓国のみ）」 

 

・「技術基盤の保持なら研究開発分野だけでの専門家育成で十分」という見解に関して

――――技術開発は応用志向なしには進まず。３・５万人の原子力工学部卒業者を

生かし、より質の高い専門人材を育成するためにも一定の応用現場は必要。 

 

２、 文明論的視座の必要―――文学者、宗教家の反原発論への視点 

 

・原子力を論ずるには「原子力は等身大の制御可能な技術ではない」という視点と向

き合う必要を感じる。―――――「原子核の操作」は人間の傲慢さがもたらした危

険な試みであるという主張（とくに原子力は軍事利用の大量破壊兵器として人類の

前に登場したことにより邪悪なイメージが定着） 

 

・技術の本質には「善悪双方のポテンシャルの増大」「光と影の増幅」という性格があ

り、「近代主義者」は技術革新の「善と光」なる可能性を信じて、「より効率的に、

より速く、より快適に」という試みの中で今日の社会を築いた。 

 

・遺伝子組換えにも通じる課題だが、等身大ではない技術には慎重でなければならな

いことは確かだが、「ひっくり返したパンドラの箱」を真摯に制御しようとすること

も人類の英知だと思う。 

 

・福島の惨状に苛立つのも当然だが、この教訓を正視し、生かし切る覚悟も重要。何

よりも、「安全への信頼回復」が前提であり、 

① 福島事故の精査を踏まえた対策の明示（構造的欠陥の部分、人為的判断ミスの部

分の検証と対応の確認） 

② 原子炉技術の進化：３・５世代原発の安全性、小型原発、トリウム原発の可能性 

 

３、 電力体制―――原子力の電力会社からの分離・国営化 

 

・従来の「国策民営」という原子力の推進体制の変更が必要と判断。「原子力規制庁」

を設置し、規制を強めれば原子力行政は機能すると考えることでは意味なし。米国
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のＮＲＣとの本質的な違いを認識すべき。 

  ――――「国策」として原子力発電を進める限り、電力会社と立地地域を向き合

わせて合意形成することに無理がある。国家の責任体制が不可欠。 

 

・原子力の平和利用に徹する国として、電力会社から原子力だけは分離し、国策国営

で国家の責任体制で原子力発電を維持・管理すべきと判断。理由は、技術・技術者

の総合集中管理の必要、潜在リスクへの国家の責任管理の必要。 

 

・ただし、「開かれた原子力」として、経営体制を国際社会からも透明性の高いものを

目指すべき。経営陣への海外専門家の参画、ＩＡＥＡとの連携による情報開示。 

・原子力を電力会社から分離することは、実体的な発送電分離の一歩となり、電力会

社としては、どこまで原子力による電力を引き取るかを含め、経営努力への契機と

なる。 

 

４、 日本にとってのベストミックス試案 

 

・日本としては、石油・天然ガスの中東への過剰依存を抑え（例、石油の中東依存は

約９割）、「ＣＯ２の削減中期目標２５％」を守り、なおかつエネルギーコストの上

昇を極力抑制し、実質ＧＤＰ成長率を年率１・３％程度とすることを目指したエネ

ルギー・環境総合戦略でなければならない。以下、２０１０年基本計画と対比して

の基本的目標シナリオを提示する。 

・前提として、製造業の海外生産立地の加速（既に海外に生産工場を有する企業の海

外生産比率は現在の３割超から４割超へ）と経済構造のソフト化（ＧＤＰのモノ離

れ）の進行を想定。 

・２０１１年１１月欧州調査（ＩＥＡなど）、２０１２年３月米東海岸調査を踏まえて、

現下の日本が採用すべきベストミックス・シナリオを志向する。 

 

① 省エネルギー目標を、２０１０年基本計画の「積極対策シナリオ」をよりもさらに

踏み込み、２０３０年のエネルギー消費を原油換算３３６百万ＫＬよりも１割削減

の約３００百万ＫＬ水準を目指すこととする。 

(注)スマートグリットなど技術革新要素、スマートタウン構想などの実現、産業・

民生・運輸それぞれにおける省エネ戦略の実体化などを勘案し達成可能と判断。 

  コジェネ要素も加えれば、さらに数％の上積も可能だが、「３００百万ＫＬ割

れ」を目標とする。 

 

  ②省エネ目標達成を前提とする電源供給における原子力の比重を約２割と想定：前回
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計画の５割強から３割減 

   （注）・老朽化した原子炉の廃棄、原子炉技術の進化の取り込み（小型原発・トリウ

ム型原発への注力）、既存原子炉における安全対策強化の確認（福島の事故

原因の納得のいく検証）を前提。 

     ・原子力の平和利用技術基盤の維持のためには、安全性を厳格に確認して住民

合意を得て再稼働させうる既存原子炉に関する現実的展望、２０３０年ま

でに新規に稼働させうる原子炉を判断して、電源供給における比重を１５

～２０％程度を維持すべきと思慮する。 

      ・米国における「原子力ルネッサンス」の動向、日米の原子力協力の現状（Ｇ

Ｅ－日立、ＷＨ－東芝）などを配慮して、原子力平和利用における日本の

役割を鮮明にしていくべきと判断。 

 

  ③再生可能エネルギーの電源供給における比重を約３割と想定：前回計画より１割増 

   （注）・太陽・風力・バイオマス・地熱など日本の特性にあった自然エネルギーの活

用可能性の探求と効率改善の技術革新を期待。 

      ・とくにバイオマスについては、単に植物由来エタノールを電源供給に利用

するだけでなく、「バイオリファイナリー」を通じた新たな化学工業の創造

を目指すなど、産業のパラダイム転換（石油ナフサ依存からの転換）を図

る可能性を拓くべし。 

      ・小型分散という特性を持つ再生可能エネルギーにとって「スマートグリッ

ド」による双方向送配電ネットワーク技術の普及は重要。 

      ・アジア諸国との国境を超えた次世代送配電網の実現（アジア・スーパーグ

リッド構想）―－－相互信頼を高めるエネルギー外交力の拡充不可欠 

 

④化石燃料の電源供給における比重を約４割と想定：前回計画よりも１割増 

 

     原発の稼働状況から考えて、短期的に化石燃料依存を高めることはやむをえな

いが、長期的には化石燃料依存を軽減することが技術先進国の責務 

 

    （注）比較的ＣＯ２を出さない天然ガスへのシフトを図る。とくに、非在来型天

然ガス（シェールガス）の安価な入手や国産メタンハイドレード開発などが

重要。――――現在、天然ガス入手価格は、日本１６＄、欧州９＄、米国２・

５＄（ＢＴＵ）と長期契約・石油価格連動のため高い 

 

                            以上 
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                          ２０１２年３月１９日 

総合エネルギー調査会への報告・意見書ＮＯ３ 

 

２０１２年３月米国エネルギー動向報告と見解 

 

                   寺 島 実 郎 

 

２０１２年３月上旬の米国ＮＹおおびＷＡＳ・ＤＣ調査報告と私見。 

 

１、原子力 

 

① 「原子力ルネッサンス」への踏み込み―――スリーマイル事故以来 

 

・ＮＲＣは２月９日、ジョージア州ＶＯＧＴＬＥ原子炉２基建設の認可（１４Ｂ＄。

内８・３Ｂ＄は政府融資保証） 

・さらに、サウスカロライナ州のＳＣＡＮＡ既存プラントへの追加２基新設も許可

見込み（１０・５Ｂ＄） 

・ＤＯＥ（エネルギー省）は小型モジュール型原子炉開発への助成金４・５億ドル

を発表。ウェスチングハウスの２２５ＭＷタイプとパブコックの１２５ＭＷタイ

プが２０２２年までの運用開始目標で開発軌道に。 

 （またトリウム原子炉への予算も２０１２年度から計上） 

・原発１０３基の更新、リライセンスは行う基本方針。ただし、バーモント州のＹ

ＡＮＫＥＥ発電所は廃止。ＮＹ州（マンハッタン北５７ＫＭにある）のインディ

アンポイント原発（マークⅠ型の老朽化した原発２基）も廃炉になる可能性。 

   ・原子力推進派はオバマ政権の原子力政策に一定の満足。共和党政権となれば、原

子力にさらなる比重が置かれると期待。 

   ・原発新設にとって壁・逆風となりつつあるのは、安価なシェールガスとの競合と

福島事故に伴う安全コスト増加。石炭火力が高効率コンバインドガスタービン導

入により相対的な競争力低下。 

 

② 「日米原子力共同体」とでもいうべき現実の重み―――６０年間での皮肉な位相の

転換 

 

・スリーマイルから３０年間で、原子力産業は再編・集約化―――２００６年１０

月東芝がＷＨ買収（ＷＨがコンバスチョン・エンジニアなどを集約していた）、
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２００７年７月日立・ＧＥが原子力分野再編・新会社設立 

・２００７年９月にはフランス・アレバ社と三菱重工が中型炉共同開発の合弁会社

設立 

・気が付けば、米国の民生用原子炉建設の空白の３０年の間隙を突く形で、日本企

業が世界の原子力プラント製造において、中核的存在になっていた。 

・米国にとって日本は、今後の国内外の原子力展開にとって不可欠の存在であり、

「日本の脱原発は米国の国益上、望ましくない」との強い判断が存在する。 

 

③ 「世界の原子力」の中で日本が果たすべき役割 

・過去半世紀、現実に日本は「軍事においては米国の核の傘の下」にあり、「民生

においては米国の原子力産業資本の有力なる市場」となってきたが、前述の「日

米原子力共同体」というべき状況を踏まえ、日本の戦略意思が問われる。 

・日本としては、核廃絶（軍事利用の禁止）に向けても、この立場を有効に利用す

べきであり、平和利用技術の中核を担う国としての存在感を高めるべきである。 

 ここの思想的踏み固めが重要。 

 

 [注] 戦後の米国の原子力政策と日本―――歴史的視座の重要性： 米国の軍事（核）と

資本戦略に取り込まれてきた過程の再確認 

  ・１９５３年１２月８日、アイゼンハワー大統領の国連演説「原子力平和利用（ＡＴ

ＯＭＩＣ ＦＯＲ ＰＥＡＣＥ）」―――「人類に恩恵を与えるための原子力」を宣

言―－－－背景にはソ連の核装備強化や英国の原子力発電プロジェクトにおける先

行への焦燥あり 

  ・ヒロシマ・ナガサキの惨劇を受けた日本の「核アレルギー」を取り除き、日本を原

子力発電の市場とするための戦略が構想され、「日本初の原子力発電所を広島に建設」

という法案さえ提案された。 

  ・１９５５年１１月から「原子力平和利用博覧会」が東京で６週間開催（３７万人動

員）。全国７都市を巡回（広島会場で１１万人、全国で１００万人以上）。アメリカ

による博覧会だが協賛は読売新聞。 

  ・１９５５年１２月、原子力基本法制定。１９５７年までに米国から２０基の原子炉

購入を契約。（同年１１月日米原子力研究協定調印） 

  ・１９６４年、米／特殊核物質民有化法―――原発通商戦略加速（１９６８年２月日

米原子力協定―――３０年間でウラン燃料を１５４トン受け入れ義務付け） 

  ・１９６６年東海村に英国製コールダーホール型原発稼働開始（日本原発）、１９７０

年敦賀１号機（ＧＥ）、美浜１号機（ＷＨ／三菱） 

  ・１９７１年福島１号機（ＧＥフルターンキーＰＪ）運転開始 
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  ＊日本人としては、「核廃絶」と「原子力の脅威からの救済」という目的のために、い

かなる判断が妥当なのか熟慮の必要あり。 

   ・核の傘で守られるという前提で、「脱原発」で済むのか？ 

   ・自らが原子力産業の中核的担い手に変質している中で、どこまで「脱原発」を語

りうるのか？ 

   ・むしる、原子力の基盤技術力を維持し、安全な平和利用を進化させうる立場で、「核

廃絶」を主導すべきでは？ 

 

２、再生可能エネルギー 

 

① グリーン・ニューディールの進捗状況 

 

・2009 年のオバマ政権発足以来の支援策もあり、一定の成果は見られる。設置容量ベ

ースで、２０１１年末には風力 4500万ＫＷ，太陽光３５０万ＫＷに到達した模様。 

・但し、財政難を背景にした政府の補助制度の打ち切りにより、全般に逆風の中にあ 

る。１１年９月末、再生可能エネルギーへの政府債務保証制度終了。同１２月末 

、財務省による現金支給制度（ＣＡＳH ＧＲＮＴ）終了。 

・債務保証を受けていたプロジェクトが相次いで破綻。太陽電池メーカーのソリンド

ラ社、フライホイール・メーカーのビーコン・パワー社など。 

 

② 課題 

 

・小型分散の再生可能エネルギーの課題が、送配電網の形成にあり、用地確保、費用

負担が最大のネック。 

・また、出力予測の不確実性がもう一つの課題。システムを柔軟化する技術開発に注

力中。 

 

③ バイオマスの可能性 

 

・米国の場合、再生可能エネルギーの主柱はとうもろこしからのバイオマスエタノー

ルであるが、植物由来バイオとして、海洋の藻からの研究開発の動向が注目される。 

・食物と競合せず、しかも単にバイオ燃料として燃やすだけでなく、バイオ・リファ

イナリィーを通じたバイオ・ケミカル分野の創生など、産業のパラダイムを変える

可能性を感じる。 

・また、都市ごみのリサイクルなどを図る形で、バイオ分野を広げる可能性もあり、

ライフスタイルそのものの展開さえ促す可能性あり。 
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３、化石燃料―――とくにシェールガス動向 

 

・米国はエネルギー戦略の主軸を、シェールガス、シェールオイルなど非在来型化石

燃料に置きつつある 

 （注）シェール層からのタイトオイル生産の増大により、２０１１年の米国の輸出

品目において、ガソリンとディーゼルを含む石油精製品が最大となった。 

    ２０１０年代後半に、米国がエネルギー自給体制を確立するとの見方も。 

・１９７０年から２００８年までの期間に、米国の石油その他液体燃料（原油、天然

ガス液、バイオ燃料）の生産は１１３０万ＢＤから７６３万ＢＤまで、３６

７万ＢＤ（３２％）も下落。ただし、２００８年から２０１１年の３年間で、

１３０万ＢＤ（１７％）増加、１１０万ＢＤが石油と天然ガス液で２０万Ｂ

Ｄがバイオ燃料。同期間で世界最大の増大。 

・シェールガスの価格（百万ＢＴＵあたり）２・２７ドルへ：３月８日――――日本

は１６ドル、欧州は９ドル。 

・米はＦＴＡを締結していない国へのＬＮＧ輸出にはＤＯＥの許可が必要。韓国は２

月にＬＮＧの輸入許可取得。 

 ＊基本的に米国は、「化石燃料に可能な限り付加価値をつけて輸出」という方針をと

ると予想される 

・シェールガス開発での米中連携強まる。２０１０年以降、中国は北米シェールガス

分野に１７０億ドル投資。採掘技術・ノウハウの取得に注力。中国石化公司（ＳＩ

ＮＯＰＥＣ）四川省で試掘生産に成功（３月８日）。 

・シェールガスの影の問題として「環境問題」が浮上しており、ペンシルバニア、ウ

ェストバージニア、オハイオなどの住民が懸念を深めている。 

・１１月の大統領選挙において、ガソリン価格の高騰（ガロン５＄に迫り、オバマ政

権になって２倍）が争点になる可能性大。 

                          以上 
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総合エネルギー調査会への意見書、ＮＯ４         ２０１２年４月１１日 

 

       原子力に関する日本の選択肢―――熟慮すべき視座 

 

                           寺 島 実 郎 

 

１、 ドイツは何故「脱原発」に踏み込めたのか 

 

事実認識 

 

① ドイツの原発の現状：１７基 ２０３４万ＫＷ、１９９０年代以降１基の新設もな

し（日本は１９９０年代以降２０基新設） 

② 歴史的経緯 

・１９６０年ドイツ初の商業用原発としてカール原発稼働（ＧＥ社のＢＲＷ）１

９８５年まで稼働、２０１０年完全解体廃炉 

・１９６５年国産シーメンス１号オブリヒハイム原発建設開始（６９年稼働、２

００５年廃炉） 

・１９６０～７０年代は「原子力のバラ色の未来」論が主流（「２０５０年までに

５９８基」などという目標 

・ドイツの反原発運動＝緑の党（１９８０年１月設立）―――核戦争の恐怖と原

発への不安が背景――――冷戦期の中部ヨーロッパの緊迫（核戦争の戦場と化

す可能性）＝レーガン期の米国と重なる 

・１９８６年チェルノブイリ事故：脱原発運動加速 

・１９９８年ＳＰＤと緑の党の連立政権誕生。２００２年原発の段階的廃止を規

定する「改正原子力法」施行 

・２０１０年、メルケル政権下で原発稼働を平均１２年延長を決める。２０１１

年メルケルの転向（２０２２年までに全廃） 

 

脱原発に踏み込めた理由 

 

① 軍事・外交 

・核の脅威を相対化する努力―――対米依存の相対化 

 冷戦の終焉後、１９９３年米軍基地の縮小と地位協定改定、ＮＡＴOの東方拡大

（現実に、ロシアの核の脅威を極小化） 

・ＥＵ統合への努力―――近隣諸国との相互信頼の醸成を通じたエネルギー戦略

における選択幅の拡大―――相互融通可能なきめ細かい国境を越えた送電網 
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② 国内政治における地方分権 

・地方の権限が強く、原子炉立地に関して合意形成困難 

 

③ 産業の事情 

・シーメンスの技術力（米国からの技術的自立志向強く、対米産業協力体制なし） 

・シーメンスは２００１年より仏・フラマトム（現アレバ）との提携で次世代原子

炉（ＥＰＲ）の共同開発と海外展開狙うが、受注少なく頓挫（２００９年解消）。 

・国内に展開基盤のない産業の海外展開は困難 

・ＥＵ内での原子力技術者の移動容易。 

 

２、 原子力に関する日本の現実的選択肢 

 

意見書ＮＯ３で述べたごとく、日本は戦後の半世紀以上、「米国の核の傘を冷戦期の安

全保障の柱とし、米国の原子力資本の原発市場（原子炉および核燃料）」として存在し

てきたが、米国がスリーマイル事故以来３０年間も商業用原発を建設しない間隙をつ

いて、２１世紀に入って東芝・日立・三菱重工などの企業が世界の原子力産業の中核

的存在になり、「日米原子力共同体」というべき構造に身を置いている。 

 

以上の認識に立ち、日本がとりうる選択肢を再考する。ただし、前提として、３・１

１を踏まえ、「電源の５割を原子力で」という現行の「エネルギー基本計画」のごとき

原子力推進が現実性を失ったとの認識に立つ。 

 

選択肢１、米国の核の傘の外に出て、「脱・原発」を追求する 

 

・「核の傘」「核抑止力」という概念自体が、冷戦期の産物であり、日本政府・国民に

「米国の抑止力で中国・北朝鮮の脅威に向き合う」という思考から脱却する意思なし。 

・核抑止という思考は、核による大量殺戮さえ想定しており、理論的には「脱・原発」

に人道に基づく倫理性を求める論理の延長上には存立しえないわけで、本来的には

「非核と脱原発」は一体でなければならない、必ずしも結びついていない。 

・現状では、日米同盟の再設計を意味するこの路線を選択できる可能性低い。 

 

選択肢２、米国の核の傘に留まって、脱・原発を進める 

 

・日本人の多くが、この路線も可能と漠然と考えているが、米国が望まないし、「ご都

合主義」的選択を否定するであろう。同盟の在り方についての複雑な問題を誘発し、
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日本側にそれに向き合う覚悟も構想もない。 

 

・自らは「脱・原発」路線をとりながら、日米共同で、原発の機械機器を海外に売り

こむという路線にも正当性はない。「非核」に向けての構想力もなく、自国民にとっ

て危険だから「脱・原発」というだけでは、政策ではなく感情の吐露にすぎない。 

 

選択肢３、核の傘の段階的相対化とそのための原子力の基盤技術の維持・蓄積 

 

・「非核のための原子力」という路線。オバマの「核なき世界」に呼応して、世界の非

核化のための先頭に出る覚悟と行動必要。そのためには、平和利用に徹した専門性

の高い技術基盤の蓄積不可欠と判断。 

・国際社会における日本の発言基盤は「技術力」につきる 

・２０３０年の電源供給における原子力の比重を約２割とする私見にも連動。概念的

には１９９０年以降に稼働させた原発２０基（２１１１万ＫＷ）と新設２基、さら

に一部小型原発の可能性を想定。 

 

３、 多様なエネルギー・ミックスの中での柔らかい選択―――国民参加型の電力料金

体系の模索 

 

・電源ソースの組み合わせにより、少なくとも２つ以上の電力料金体系を提示し、国

民自身（電力ユーザー）に選択させる方式を提案したい。 

・例えば、Ａ型：再生可能エネルギー最大限重視型の料金、Ｂ型：原子力一定比重組

み入れ型など 

・もちろん前提としてコスト分析を明示し、毎年の変動を組み入れ、毎年、国民自身

が判断・選択することによって、国民がエネルギー問題への認識と責任を共有する

ことを意図。 

・「供給者ＶＳ消費者（生活者）」という対立の構図で議論がなされ続けることの不毛

を認識すべき。 

                         以上 
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